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１ ⽴地適正化計画とは？ 

◆⼈⼝減少・少⼦⾼齢化の社会情勢の中でも将来にわたり持続可能なまちづくりを実現するため、福祉・
医療・商業等の都市機能や居住機能の誘導、公共交通網の形成等により、コンパクトなまちづくりの
推進を⽬指す計画です。 

（１）⽴地適正化計画制度創設の背景と計画策定の必要性 
◆近年、全国的に急激な⼈⼝減少と少⼦⾼齢化が進むなか、安⼼で快適な⽣活環境の実現、財政⾯等に

おける持続可能な都市経営等を可能とするため、都市全体の構造の⾒直しが求められています。その
ような背景から 2014（平成 26）年に都市再⽣特別措置法が改正され、「⽴地適正化計画」制度が創設
されました。 

◆本市では⾼齢化が急速に上昇する⾒込みとなっていると同時に、⼈⼝減少が続いており、それに伴う
住宅団地内の空き家が増えるなど、都市の低密度化が進⾏しています。こうした中、将来にわたり安
⼼で快適な⽣活環境を維持していくために、コンパクトシティ・プラス・ネットワークの都市づくり
を⽬指す⽴地適正化計画の策定を⾏いました。 

（２）⽴地適正化計画に記載すべき事項と各区域等の関係性 

取手市立地適正化計画（素案）【概要版】 

◆⽴地適正化計画では、「⽴地適正
化計画の区域」、「⽴地の適正化に
関する基本的な⽅針」、「居住誘導
区域と都市機能誘導区域」、「誘導
施設」は必須の記載事項となって
います。 

立地適正化計画区域 
⇒都市計画区域全体となり、本市の場合、市域全域となります。 

市街化区域 

居住誘導区域 
⇒人口減少の中にあっても一定のエリアにおいて人口密度を維持し、生活サービスや

公共施設等が持続的に確保されるよう、居住を誘導すべき区域を設定します。 
⇒市街化区域の中に定めます。 

都市機能誘導区域 
⇒福祉・医療・商業等の都市機能を都市の拠点に誘

導して集積することで、各種サービスの効率的な提

供を図る区域を設定します。 
⇒原則、居住誘導区域の中に定めます。 

誘導施設 
⇒都市機能誘導区域ごとに、地域の人口特

性等に応じて必要な都市機能を検討し、
立地を誘導すべき施設を設定します。 

 居住調整地域 （※任意事項） 
⇒住宅地化を抑制するために居住誘導区域外の市街化区域内に定めることができる地域地区です。 

跡地等管理区域 （※任意事項） 
⇒居住誘導区域外において空き地が増加しつつある既存集落や住宅団地等にて空き地の雑草の繁茂

等を防止し、良好な生活環境等を維持するため、跡地等の適正な管理を行う区域です。 
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(52%)

20,515

(19%) 26,892

(25%) 33,380

(31%) 35,329
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111,327 109,651
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103,530
98,932

93,372

87,188

81,000

老年人口ピーク

２ 取⼿市の⼈⼝動向 

出典：実績値：国勢調査、推計値：地域別将来推計人口(平成 25 年 3 月、社人研)

2015 (平成 27)年 2040（令和 22）年 

 

市街化区域における⼈⼝密度は、2015（平成 27）年は約 50 ⼈/ha が、
⼈⼝減少により 2040（令和 22）年には 38.3 ⼈/ha まで減少する⾒込み 
40 ⼈/ha 以上の区域が減少することによって、⽣活に必要な商業・医療
等の都市機能や、公共交通等の維持が困難となる可能性あり 

（１）総⼈⼝ （２）世帯数 

（３）５歳階級別⼈⼝ 

（４）⼈⼝密度 

世帯数は、 
約 3,000 世帯減の⾒込み 

出典：国勢調査、日本の世帯数の将来推計より作成
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約 38％増 
（5,098 ⼈増） 

約 31％減 
（19,285 ⼈減） 

約 41％減 
（3,371 ⼈減） 

約 37％減 
（1,247 ⼈減） 

 
75 歳以上の⾼齢者数
は増加⾒込み

 74 歳以下すべての年
代で減少する⾒込み

2015 (平成 27)年 2040（令和 22）年 
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35%

24%

36%

4%

人口密度別面積割合（2015）

40人／ha未満
40人／ha以上60人／ha未満

60人／ha以上100人／ha未満
100人／ha以上

49%

39%

12%

0%

人口密度別面積割合（2040）

40人／ha未満

40人／ha以上60人／ha未満

60人／ha以上100人／ha未満

100人／ha以上

15%

24%

52%

9%

人口密度別人口割合（2015）

40人／ha未満

40人／ha以上60人／ha未満

60人／ha以上100人／ha未満

100人／ha以上

28%

49%

22%

1%

人口密度別人口割合（2040）

40人／ha未満

40人／ha以上60人／ha未満

60人／ha以上100人／ha未満

100人／ha以上

出典：「都市構造の評価に関するハンドブック」（国土交通省）

 

【人口密度と施設の存在確率（全国的な傾向）】 

◆⼈⼝密度と施設数の関係を、全国から抽出したデータをもとにグラフ化したものであり、 
⼈⼝密度が減少すると、施設や公共交通が存在する確率が低くなることが⽰されています。 

参 考 ⼈⼝密度と施設の存在確率 

 2015（平成 27）年 2040（令和 22）年
⾯積 ⼈⼝ ⾯積 ⼈⼝

40 ⼈／ha 未満 608ha 
（35.2％） 

13,995 ⼈ 
（15.5％） 

844ha
（48.8％）

19,679 ⼈
（28.4％）

40 ⼈／ha 以上 
60 ⼈／ha 未満 

422ha 
（24.4％） 

21,314 ⼈ 
（23.6％） 

674ha
（38.9％）

33,740 ⼈
（48.7％）

60 ⼈／ha 以上 
100 ⼈／ha 未満 

631ha 
（36.5％） 

46,562 ⼈ 
（51.6％） 

207ha
（12.0％）

15,123 ⼈
（21.8％）

100 ⼈／ha 以上 68ha 
（3.9％） 

8,448 ⼈ 
（9.4％） 

6ha
（0.3％）

802 ⼈
（1.2％）

※⼈⼝密度別⾯積は、GIS で算出している。 
※（ ）内の割合は、市街化区域に対する⾯積割合、及び⼈⼝割合。ただし、

⾯積割合は、⼈⼝密度別⾯積の合計をもとにした割合としている。四捨五⼊
しているため、合計が 100 にならない場合がある。 

 2015（平成 27）年 2040（令和 22）年
総⼈⼝ 106,570 ⼈ 81,000 ⼈

市街化区域⼈⼝ 90,319 ⼈ 69,344 ⼈
市街化調整区域⼈⼝ 16,251 ⼈ 11,656 ⼈

市域⾯積 6,994ha
市街化区域⾯積 1,809ha
市域⼈⼝密度 15.2 ⼈／ha 11.6 ⼈／ha

市街化区域⼈⼝密度 49.9 ⼈／ha 38.3 ⼈／ha

【市街化区域における人口・密度】 

【市街化区域内人口密度別人口・面積】 
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日常生活サービスの徒歩圏充足率（％）
市街化区域等における人口密度（人/ha）

S45DID区域における人口密度（人/ha）

生活サービス施設（医療）の徒歩圏人口カバー率

（％）

生活サービス施設（福祉）の徒歩圏人口カバー率（％）

生活サービス施設（商業）の徒歩圏人口カバー率（％）

基幹的公共交通路線の徒歩圏人口カバー率（％）

生活サービス施設（医療）の利用圏平均人口密度（人

/ha）

生活サービス施設（福祉）の利用圏平均人口密度（人

/ha）

生活サービス施設（商業）の利用圏平均人口密度（人

/ha）

公共交通の機関分担率（％）

市民一人当たりの自動車総走行台キロ（台キロ/人）

公共交通沿線地域の人口密度（人/ha）

徒歩と自転車の機関分担率（％）
高齢者徒歩圏に医療機関がない住宅の割合（％）高齢者福祉施設の1ｋｍ圏域高齢人口カバー率（％）

保育所の徒歩圏0～5歳人口カバー率（％）

買い物への移動手段における徒歩の割合（％）

市街化区域等における公園緑地の徒歩圏人口カバー

率（％）

市民一万人あたりの交通事故死亡者数（人）

最寄りの緊急避難所までの平均距離（ｍ）

空き家率（％）

市街化区域等における従業人口密度（人/ha）

都市全域の小売商業床面積あたりの売上高（小売商

業床効率）（万円/㎡）

市街化区域等における小売商業床効率（万円/㎡）

市街化区域等における平均住宅宅地価格（円/㎡）

市民一人当たりの歳出額（千円）

財政力指数

市民一人当たりの自動車CO2排出量（ｔ‐CO2/年）

取手市偏差値（現状） 取手市将来推計偏差値（2040） 偏差値（三大都市圏） 偏差値（同規模都市） 偏差値（全国）

③安全・安心

①生活利便性

②健康・福祉

④地域経済

⑤行政経営

⑥エネルギー・低炭素
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３ 都市構造の評価 

◆「⽣活利便性」、「健康・福祉」、「安全・安⼼」、「地域経済」、「⾏政運営」、「エネルギー・低炭素」の
６つの分野ごとに評価指標を設定し、本市の客観的評価を⾏いました。 

市街化区域における従業⼈⼝密度や⼩売商業床効率は、三⼤都市圏や類似都市と⽐較して低く、
街なかにおける地域経済が活発化する環境が必ずしも⼗分でない状況にあり、今後の⼈⼝減少や
⾼齢社会の進展に伴い、都市全体の活⼒の低下が懸念されます。 

市街化区域内の⼈⼝密度が全国平均よりも低く、低密度な市街地が広がっている状況で、今後の
⼈⼝減少により、更なる低密度化が懸念されます。 

医療・福祉・商業施設や基幹的公共交通を徒歩で享受できる徒歩圏（800m）カバー率が類似都
市や 3 ⼤都市圏の都市と⽐べて⽐較的⾼く、その利⽤圏域の⼈⼝密度もほぼ全国平均であり、概
ね適切な区域に⽴地・集積している状況にあります。 
しかし、今後の⼈⼝減少社会においては、市街化区域等における⼈⼝密度の低下等により既存の
都市機能の維持が困難になることも予想され、徒歩圏域で必要な⽣活機能を享受できない環境に
なることも想定されます。 

市⺠の公共交通利⽤率（機関分担率）も⽐較的⾼い状況にありますが、将来、公共交通沿線地域
の⼈⼝密度の低下等により、路線バス等の維持が困難となり公共交通の利便性が維持できなくな
る可能性も想定されます。 
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４ 課題と対応⽅針 

⽣活利便性 

◆取⼿市では、市街化区域内においては、医療・福祉・商業施設や基幹的公共交通を徒歩で享受でき
る徒歩圏（800m）カバー率が類似都市や 3 ⼤都市圏の都市と⽐べて⽐較的⾼く、その利⽤圏域の
⼈⼝密度もほぼ全国平均であり、概ね適切な区域に⽴地・集積している状況にあります。 

◆しかし、今後の⼈⼝減少社会においては、市街化区域等における⼈⼝密度の低下等により既存の都
市機能の維持が困難になることも予想され、徒歩圏域で必要な⽣活機能を享受できない環境になる
ことも想定されます。 

◆また、公共交通に関しては、市⺠の公共交通利⽤率（機関分担率）も⽐較的⾼い状況にありますが、
将来、公共交通沿線地域の⼈⼝密度の低下等により、路線バス等の維持が困難となり公共交通の利
便性が維持できなくなる可能性も想定されます。 

◆こうしたことにより、徒歩や公共交通を利⽤して医療・福祉・商業等の都市機能を享受できる環境
が維持されないなど、⽣活利便性が低下する可能性が想定されます。 

 

◆上記のような課題に対応して、医療・福祉・商業などの各種都市機能が引き続き存続され、市⺠の
⽣活利便性を⾼めていくために、現在において⼀定の利便性が確保されている地域や公共交通の利
便性の⾼い地域に居住を誘導する集約型都市構造を図る必要があります。 

◆また、集落地域などにおいても利便性を維持・確保するため、街なかや主要な施設などへ移動でき
る公共交通網の維持・充実が必要です。 

◆そうしたことにより、⼦育て世代や⾼齢世代をはじめ多世代の利便性を⾼め、また、⺠間の経済活
動を促進し、⾏政運営の効率化を図ります。 

健康・福祉 

◆市⺠の⽇常的な買い物や通院などの交通⼿段は約半数が⾃動⾞で、徒歩や⾃転⾞の機関分担率が低
く、⽇常⽣活のなかでの健康につながる歩⾏⾏動は少ない状況にあります。今後はさらに、⾼齢化
による⾃動⾞離れの進展により⾼齢者の外出機会の減少が懸念されます。 

◆⼀⽅、福祉や⼦育て施設の徒歩圏⼈⼝カバー率は⽐較的⾼く、⾼齢者や⼦育て世代が利⽤する施設
が徒歩圏域で概ね充⾜している状況にありますが、今後の⾼齢⼈⼝の増加に対応して施設不⾜も想
定されます。 

 

◆⾼齢者や⼦育て世代をはじめとする多世代が、徒歩により都市機能を享受し、健康的な⽣活を送る
ことのできる、⾃然と歩きたくなる環境づくりを進める必要があります。 

◆そのため、既存の公園や緑地等のニーズに対応した魅⼒化を図るとともに歩道空間等の環境整備を
図り、また、徒歩圏域内において医療・福祉・商業等の⽣活利便機能の充実と⽣きがい・交流、⼦
育て⽀援施設等の充実を図ります。 

課
 
題
 

対
応
方
針
 

課
 
題
 

対
応
方
針
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安全・安⼼ 
◆取⼿市の市域においては、市街化調整区域の

多くの地域や市街化区域の⼀部において、浸
⽔想定区域や⼟砂災害警戒区域等に指定さ
れており、⾼齢化や⼈⼝密度の低下に伴う地
域コミュニティの低下により、迅速な避難や
対応が困難となることも想定されます。 

◆また、空き家率については⾼い状況ではあり
ませんが、今後、⼀⼈暮らしや夫婦世帯の増
加に伴う空き家の増加が想定され、⼈⼝密度
の低下による地域の防犯⼒の低下やコミュ
ニティの希薄化が懸念されます。 

 

◆浸⽔想定区域や⼟砂災害警戒区域等の地域
をはじめ市域全体において、災害に備えた避
難所の設置や⾷料等の備蓄の充実を図ると
ともに、災害に強い都市整備を進めるため、
居住の誘導を図っていきます。 

◆また、既存住宅地等における⼾建住宅等の空
き家については、⼦育て世代等の住み替えの
促進が図られるよう住宅地の魅⼒化と住み
替え⽀援を進めます。 

地域経済
◆市街化区域における従業⼈⼝密度や⼩売商

業床効率は、三⼤都市圏や類似都市と⽐較し
て低く、街なかにおける地域経済が活発化す
る環境が必ずしも⼗分でない状況にあり、今
後の⼈⼝減少や⾼齢社会の進展に伴い、都市
全体の活⼒の低下が懸念されます。 

◆そのような中、取⼿駅や藤代駅周辺は⼤規模
な未利⽤地が無く、中⼼市街地だけでは今後
市全体の地域経済を⽀えることが難しいこ
とが想定されます。 

◆さらに、住宅地や商業地の⼟地価格も下落傾
向が続いており、⼈⼝減少や⾼齢化に伴う購
買⼒の低下により、商業等をはじめとした⺠
間市場の低下につながり、更なる活⼒の低下
が懸念されます。 

◆市の中⼼となる地域では、市⺠全体の⽣活利
便性やまちの魅⼒を発信する各種都市機能
の集積と、来街者を迎え⼊れる交通結節機能
の向上を図ります。 

◆また、⽣活拠点となる地域においては、⼈⼝
密度を⾼め、⺠間市場の活性化による地域住
⺠の⽇常⽣活に必要な都市機能の充実を図
るとともに、商業・産業の誘致や起業を⽀援
し、働く場と雇⽤の創出を図ります。 

◆さらに、市の中⼼となる地域に隣接し、今後
公共交通が確保できるような場所において、
広域圏を⾒渡した新たな求⼼⼒のある場の
創出を図ります。 

⾏政運営 
◆市の市⺠⼀⼈当たりの歳出額や財政指数は

類似都市と⽐べて⽐較的良好で、現状におい
ては効率的な都市経営が図られている状況
にあります。しかし、今後更なる⾼齢化や⽣
産年齢⼈⼝の減少、地価下落等に伴う税収低
下が想定されるなか、⺠⽣費等の増加に相ま
って公共施設等の維持管理費等が限定的と
なることが懸念されます。 

◆そうしたことから、公共施設等の集約化が求
められますが、それにより市⺠の利便性の維
持が困難になることや、⼈⼝密度の低下によ
り都市基盤・施設整備が限定的になることも
懸念されます。 

 
◆健全な⾏財政運営に向けて、⼦育て世代をは

じめとする⽣産年齢⼈⼝の拡⼤を図ること
が必要です。 

◆そのため、既成市街地等を中⼼に将来⼈⼝に
⾒合った居住を誘導する区域を定め、まちの
魅⼒や⽣活利便性を⾼める都市機能の誘導
を図るとともに、⺠間の参⼊による産業の振
興と雇⽤の場の拡⼤を図ります。 

ｴﾈﾙｷﾞｰ・低炭素
◆市の市⺠⼀⼈あたりの⾃動⾞ CO2排出量は、

三⼤都市圏や類似都市と⽐べて⽐較的少な
い現状にありますが、今後⼈⼝の減少等によ
り路線バス等の廃⽌路線が増えた場合、⾃動
⾞交通に頼らなければならなくなり、CO2 排
出量の増加が懸念されます。 

◆また、⼈⼝減少社会において、現在の市街化区
域等において低密度に住宅開発等が進むこと
により、都市農地や樹林地などの緑地が減少し
都市環境が悪化することも懸念されます。 

◆⾃動⾞に頼らず、公共交通や徒歩等により⽣
活に必要な各種都市機能が享受できる環境
の整備を図ります。 

◆また、郊外部における緑地や農地の活⽤を図
り、「都市と緑・農の共⽣」を⽬指します。 

課
 
題
 

対
応
方
針
 

課
 
題
 

対
応
方
針
 

課
 
題
 

対
応
方
針
 

課
 
題
 

対
応
方
針
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５ まちづくりの⽅針 

ライフスタイルのコンパクト化による、快適で活⼒ある健康的なまちづくり 
〜「住む街」「働く街」「訪れる街」のスマートシティへ〜 

今後の⼈⼝減少・少⼦⾼齢社会に向けて、⽣活利便性が⾼く、環境にもやさしい「住む」「働
く」「訪れる」をコンセプトとした快適で活⼒あるスマートシティを⽬指します。 

そのため、⽣活地域においては、市⺠が住み慣れた地域で、⾃主的にまたは地域の⽀援を得て快
適に⽣き⽣きと歩いて健康に暮らすための⽣活利便機能の適正な配置を進め、また、都⼼地域にお
いては、都⼼居住や商業等の各種都市機能の集積によりまちの活⼒を創出する拠点性を⾼め、居住
や雇⽤、交流⼈⼝の拡⼤を図ります。 

安全・安⼼な都市基盤整備や緑と農の共⽣による都市環境形成、そして、公共交通網の充実と相
まって、⼦育て世代や⾼齢者をはじめとするあらゆる世代が、「健康・医療・福祉、そして環境」
の各種都市機能を享受し、安定した地域経済に⽀えられ、住み・働き、スマートに⽣活を楽しむま
ちづくりを進めます。 

 

◇市の中⼼市街地である取⼿駅周辺地区については、全市⺠や来街者を対象として「健康・医
療・福祉」に係る都市機能をはじめ、賑わい・交流・⽂化・居住など様々な活動を促す都市
機能を集積するとともに、交通結節機能を向上させ、便利で魅⼒的な街なかを形成します。
また、取⼿駅周辺地区と緊密に連携する桑原周辺地区に新たな活⼒を創出する産業・商業
拠点を形成し、「働くまち」「訪れるまち」としての求⼼⼒を⾼めます。 

◇鉄道駅を核として地域の中⼼的役割を持つ藤代駅周辺地区や⼾頭駅周辺地区については、
周辺地域に居住する市⺠の⽇常的な暮らしや健康づくり、交流拠点として必要な都市機能
を誘導し、地域住⺠にとって利便性・快適性を備えた街なかを形成します。その他の鉄道駅
周辺や住宅団地のセンター地区などにおいては、市⺠の⽇常的な⽣活を⽀える⽣活利便機
能の適正な配置を進めます。 

 

◇市街地内の⼈⼝や都市機能が集積する、⽣活利便性が⾼いエリアを基本に居住の誘導を図り、
⽣活利便性の持続的な確保を図るとともに、歩きたくなる環境をつくり、⾼齢者をはじめ若
い世代が「住みやすい街」を形成します。 

◇災害リスクを有する箇所での居住の抑制や防災対策の充実、空き家対策等により暮らしの安
全性を確保し、災害や防犯⾯からも安⼼できる居住地の形成を誘導します。 

◇街なかへの居住の誘導により、市街化区域郊外部や集落地域における緑地・農地の保全と活
⽤を図るとともに、⾃然と共⽣したゆとりある住環境を形成します。 

◇⼤規模企業⽤地の継続や就業⼈⼝の確保により、職住近接の環境を形成します。 

⽅針① 市⺠の多様なライフスタイルを⽀える、求⼼⼒のある街なかへ 

 
◇街なかや主要な施設などに移動できる公共交通ネットワークの維持・充実を図ります。 
◇⾼齢化に伴い増加する交通弱者などの移動⼿段として、ニーズに合った利便性の⾼い公共交

通を確保します。 

⽅針③ 街なかと居住地がつながったまちへ 

⽅針② 優れた利便性の中で、安⼼して暮らし続けられる住環境へ 
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６ 都市の⾻格構造 

区分 主な場所 ⽬指すべき⽅向性 

拠点 

中⼼拠点 取⼿駅周辺 
全市⺠や来街者を対象として広域的に影響のある⾼次
な都市機能施設をはじめとした多様な都市機能を集積
するとともに、交通結節機能の充実を図り、求⼼性・利
便性が⾼い拠点を形成し、持続的な賑わいを創出する。

地域拠点 藤代駅周辺、⼾頭駅周辺 
中⼼拠点を補完するため、地域住⺠が⽇常的に利⽤する
都市機能の集積を図り、地域住⺠にとって利便性・快適
性の⾼い拠点を形成する。 

新規活⼒創造拠
点 桑原地区 

総合計画や都市計画マスタープランでの位置づけに基づき、
都市機能誘導区域での拠点形成とあわせて、将来的な拠点形
成に向けた都市機能の誘導を図っていく。 

ゾーン 

利便性の⾼い市
街地ゾーン  

とする。

ゆとりある市街
地ゾーン 上記以外の市街化区域 する。 

⾃然調和ゾーン  する。

基幹的な公
共交通軸 

鉄道交通軸 JR 常磐線、関東鉄道常総線 
。 

バス交通軸 基幹的なバス路線、拠点間を繋ぐ
バス路線 

◆⾻格構造の検討にあたっては、まず、まちづくりの⽅針①「市⺠の多様なライフスタイルを⽀える、求
⼼⼒のある街なかへ」の実現に向けて、市⺠はもとより来街者が商業や健康・医療、教育・⽂化などの
各種都市機能を利便性良く享受することができ、また、⼈々が交流し経済活動が活発に営まれる「拠
点」を設定します。 

◆さらに、まちづくりの⽅針②「優れた利便性のなかで、安⼼して暮らし続けられる住環境へ」の実現の
ためには、市街地内の⼈⼝や都市機能が集積する⽣活利便性が⾼いエリアを基本に、居住の誘導を図
ることが必要であることから、⽣活利便性の⾼いエリア等を⽰す「ゾーン」を設定します。 

◆さらに、まちづくりの⽅針③「街なかと居住地がつながったまちへ」を実現するためには、各拠点と居
住地をつなぎいつでも利便性の⾼い環境を享受できるよう主要な公共交通のネットワークの維持が必
要であることから、それらを⽰した「基幹的な公共交通軸」を設定します。 

【都市の骨格構造のイメージ】 
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・周辺からの公共交通によるアクセスの利便
性が⾼く、都市機能が⼀定程度充実してい
る区域 

・都市機能の⽴地誘導がふさわしい⽤途地域 
・プロジェクト区域や⼤規模な低未利⽤地 
・災害リスクのある区域への配慮 

７ 都市機能誘導区域と誘導施設 

◆「都市の⾻格構造」で中⼼拠点、地域拠点に位置付けた 3 地域について、地域ごとに詳細な確認を⾏
い「都市機能誘導区域」を設定しました。 

◆また、その都市機能誘導区域に集積すべき「誘導施設」を、各都市機能誘導区域に設定しました。 

誘導施設 
・⽀所・出張所等    ・病院 
・介護予防拠点施設   ・⼦育て⽀援施設 
・ショッピングセンター ・スーパーマーケット
・銀⾏・その他⾦融機関 ・⽂化ホール 
・図書館・図書室    ・交流・健康増進施設
・地域交流施設

【① 取手駅周辺都市機能誘導区域】 

【② 藤代駅周辺都市機能誘導区域】 【③ 戸頭駅周辺都市機能誘導区域】 

誘導施設 
・⽀所・出張所等   ・病院 
・介護予防拠点施設  ・⼦育て⽀援施設 
・スーパーマーケット ・銀⾏・その他⾦融機関
・図書館・図書室   ・地域交流施設 

誘導施設 
・⽀所・出張所等   ・病院 
・介護予防拠点施設  ・⼦育て⽀援施設 
・スーパーマーケット ・銀⾏・その他⾦融機関
・図書館・図書室  ・地域交流施設

【都市機能誘導区域設定の考え方】 

※都市機能誘導区域内の
災害の区域を除く

① 

②

③ 

約 54ha

約 50ha 約 51ha

※⻘⽂字の誘導施設：【維持型】当該都市機能誘導区域内に既に⽴地しており、その維持や更なる充実を図るため、誘導
施設に設定する。 

桃⽂字の誘導施設：【誘導型】当該都市機能誘導区域内に⽴地しておらず、新規誘導を図るため、誘導施設に設定する。
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８ 居住誘導区域 

居住誘導区域面積 1,274ha（市街化区域の 70％） 

市街化区域内において 
 

 

 

 

 

 

 

 

居住を誘導すべき区域 

以下のいずれかを満たす区域 

居住の誘導を考慮すべき区域
（除外する区域） 

 ⼈⼝密度 基幹的 
公共交通 

都市機能
商業 医療

① 40 ⼈/ha 以上 〇 いずれかの徒歩圏内
② 40 ⼈/ha 以上 × 〇 〇
③ 40 ⼈/ha 未満 〇 〇 〇
④ 市街地開発事業等区域または開発⾏為区域（５ha 以上）

Ⅰ．⼟砂災害特別警戒区域、⼟砂
災害警戒区域、急傾斜地崩壊危
険区域 

Ⅱ．⼯業専⽤地域、⼯業地域 
Ⅲ．既存集落区域 
Ⅳ．地形などにより⼀団としての

住宅開発の可能性が低い区域 

◆⼈⼝減少の中にあっても⼀定のエリアにおいて⼈⼝密度を維持することにより、⽣活サービスや公共
交通が持続的に確保され、利便性の⾼い⽣活が維持されるように、居住の誘導を図る区域である「居
住誘導区域」を、下記の設定の考え⽅に沿って設定しました。 

【居住誘導区域設定の考え方】 

【居住誘導区域】 

※⼟砂災害特別警戒区域、⼟砂災害警戒区域、急傾斜地崩壊危険区域は居住誘導区域から除外する。 
区域の具体的な場所については、「⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防⽌対策の推進に関する法律」及び 
「急傾斜地の崩壊による災害の防⽌に関する法律」に基づき、茨城県が指定する区域により確認を⾏う。 

 2015（平成 27）年 2035（令和 17）年 2040（令和 22）年

 ⼈⼝(⼈) ⼈⼝密度
(ha) ⼈⼝(⼈) ⼈⼝密度

(ha) ⼈⼝(⼈) ⼈⼝密度
(ha)

市内全域 106,570 15.2 87,188 12.5 81,000 11.6 
市街化区域内 90,319 49.9 74,523 41.2 69,344 38.3 
居住誘導区域内 76,471 60.0 63,234 49.6 58,866 46.2 
居住誘導区域外(市街化区域内) 13,848 25.9 11,289 21.1 10,478 19.6 

（１）居住誘導区域 

居
住
誘
導
区
域 
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分類 施策 前期 後期
〜5年 5〜10年

都
市
機
能
誘
導
に
係
る
施
策 

取⼿駅⻄⼝地区における市
街地開発事業の推進 (図 1) 

  

藤代駅北⼝地区交通安全施
設整備事業 

  

⼾頭住宅団地再⽣事業 
  

桑原地区活⼒創造拠点整備
事業 

  

誘導施設の⽴地⽀援 
  

居
住
誘
導
に
係
る
施
策 

定住化促進に向けた⽀援制
度の拡充（住ま⼊る⽀援プラ
ンの拡充） 

  

空き家活⽤地域賑わい拠点
整備事業（まちの寺⼦屋整備
事業） (図 2) 

  

「低未利⽤⼟地利⽤権利設
定等促進計画」や「⽴地誘導
促進施設協定」の活⽤検討 

  

都市農業と共⽣した⽥園住
居地域の創出 

  

居住誘導区域外における届
出制度の運⽤ 

  

公
共
交
通
に

係
る
施
策 

公共交通ネットワークの維
持・充実のための⽀援 

  

公共交通共通パス・IC カー
ドの導⼊検討 (図 3) 

  

  

９ 誘導施策 

調査・検討 
必要に応じて都市計画決定 

拡充について⾒直し 
⽀援 

公共交通事業者と検討
運⽤ 

調査・検討 

必要に応じて計画・協定策定

◆⽴地適正化計画では、都市機能誘導区域・誘導施設、居住誘導区域の設定をもとに、届出制度を適切に
運⽤することで、緩やかな誘導を図っていくことを基本としますが、それらの誘導を促進するための
各種施策をあわせて実施することで、計画の実効性を⾼めていきます。

(図 2) 取組イメージ図 

(図 3) 取組イメージ図 

(図 1) A 街区の機能の概念図 

取⼿駅北⼟地区画整理事業 

取⼿駅⻄⼝ A 街区第⼀種市街地再開発事業 

◆本市では、居住誘導区域外においても多くの⼈が居住しており、地域によっては従来からの集落とし
て地域の⽣活の拠点となるエリアが存在していることから、それらの地域の特性に応じた居住環境を
形成し、⽣活利便性や地域コミュニティ等が失われないよう努める必要があります。 

◆そこで、本計画では居住誘導区域としての位置づけは⾏わないものの、総合計画や都市計画マスター
プランをはじめ関連計画等に基づき、居住誘導区域外における取組みを今後も進めていきます。 

居住誘導区域外の市街化区域 
・農と共⽣したゆとりある居住環境の維持 
・農業環境、⼯業の操業環境の維持

市街化調整区域 
・⽣活の拠点となる場所の⽣活環境の維持 
（公共交通による拠点とのネットワーク化等）

（２）居住誘導区域外のエリアの考え⽅ 
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10 計画の推進に向けて 

（１）⽬標指標 

◆居住誘導区域外・都市機能誘導区域外で⼀定規模以上の開発⾏為、建築等⾏為を⾏おうとする場合、
誘導施設の休廃⽌を⾏う場合に、事前に届出が義務付けられます。 

（２）届出制度 

まちづくりの⽅針① 市⺠の多様なライフスタイルを⽀える、求⼼⼒のある街なかへ 
 指標 現状値 ⽬標値

定量的な⽬標値 中⼼拠点（取⼿駅周辺地区）の 
歩⾏者交通量

2017（平成 29）年 
11,725 ⼈/12h 

2038（令和 20）年
12,400 ⼈/12h

期待される効果 取⼿駅周辺地区が中⼼拠点として、
魅⼒的であると感じる市⺠の割合

2017（平成 29）年 
24.9％

2038（令和 20）年
32％

 
 指標 現状値 ⽬標値

定量的な⽬標値 市街化区域における⼩売業床効率 2014（平成 26）年 
68.8 万円/㎡

2038（令和 20）年
90 万円/㎡

期待される効果 卸売業・⼩売業従業者数 
（雇⽤の促進）

2016（平成 28）年 
6,284 ⼈

2038（令和 20）年
10,000 ⼈

まちづくりの⽅針② 優れた利便性のなかで、安⼼して暮らし続けられる住環境へ 
 指標 現状値 ⽬標値

定量的な⽬標値 居住誘導区域内の 
⼈⼝密度の低下の抑制

2015（平成 27）年 
60.0 ⼈/ha

2035（令和 17）年
56 ⼈/ha

期待される効果 居住誘導区域に占める 
⽇常⽣活サービス徒歩圏の割合

2017（平成 29）年 
68.2％

2038（令和 20）年
68.2％以上

まちづくりの⽅針③ 街なかと居住地がつながったまちへ 
 指標 現状値 ⽬標値

定量的な⽬標値 基幹的公共交通沿線地域の⼈⼝密度 2015（平成 27）年 
36.4 ⼈/ha

2035（令和 17）年
34 ⼈/ha

期待される効果 市⺠の市内移動のために利⽤する 
主な交通⼿段に占める公共交通割合

2017（平成 29）年 
8.3％

2038（令和 20）年
17％

【誘導施設の整備（都市機能誘導区域）】 

都市機能誘導区域外の区域で、誘導施設を整備しようとする場合には、原則として、市⻑への
届出が義務付けられる。（都市再⽣特別措置法第 108 条第 1 項） 

【誘導施設の休廃止（都市機能誘導区域）】 

都市機能誘導区域内で、誘導施設を休⽌⼜は廃⽌しようとする場合には、市町村⻑への届出が
義務付けられる。（都市再⽣特別措置法第 108 条の 2 第 1 項） 

【住宅開発等（居住誘導区域）】 

居住誘導区域外の区域で⼀定規模以上の住宅開発等を⾏おうとする場合には、原則として、市
⻑への届出が義務付けられる。（都市再⽣特別措置法第 88 条第 1 項）

◆3 つのまちづくりの⽅針に基づく施策の効果等を確認できるよう、まちづくりの⽅針ごとに、「定量的
な⽬標値」を設定し、その⽬標の達成により「期待される効果を定量化」します。 


